
 

 

 
 

 

【平成 30 年度 基幹相談支援センター事業の業務内容と実績】（平成 30 年 12 月末集計） 

 項  目 業務内容 実   績 件数 

１ 
相談支援事業者への

専門的指導・助言 

困難事例等に対する助言 

社会資源等の情報提供 

障がい福祉サービス等に関する情報の収集及び

提供 

 困難事例に関して支援の手掛かりとなる方向性などを提示 

 ヘルパー事業所情報やサービス提供事業所の情報などを随

時案内 

55 

２ 
相談支援専門員の育

成支援 

学習会及び事例検討会の開催等による、相談支

援専門員への支援 

相談支援事業者ネットワークの構築 

 相談支援事業所実務担当者連絡会にて事例検討や学習会等

を毎月実施 

 各相談支援事業所に研修等の情報提供 

34 

３ 
計画相談支援・障害児

相談支援の推進 

板橋区福祉課所管係と連携し、国の動向や通知等

の情報提供 

 報酬改定に伴う変更や新設された加算等に関して疑問点など

を集約し、所管係および福祉事務所へ照会（連絡会で報告） 
51 

４ 
地域相談支援機関・関

係機関との連携強化 

板橋区地域自立支援協議会への参加及び相談支

援部会の企画 

 相談支援部会準備会の企画運営 

 権利擁護部会、高次脳機能障がい部会に出席 
142 

横断的（医療・教育・介護等）なネットワークとの連

携 
 ≪別表１≫の連絡会等に参加 

 

相談支援の現況などを関係機関に周知  ≪別表２≫の通り、関係機関からの要請に応じ講演等を実施 
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≪別表１≫平成 30 年度 ネットワーク会議等への参加実績 

ネットワーク会議等の名称 内 容 
主催
事業 

板橋区地域自立支援協議会 

 相談支援部会 
部会員として出席  

相談支援部会準備会 相談支援部会の効率的な運営を目的とした準備会の企画・運営 ○ 

板橋区地域自立支援協議会 

 権利擁護部会 
部会員として出席  

板橋区地域自立支援協議会 

高次脳機能障がい部会 
部会に参加  

高次脳機能障がい部会準備会 高次脳機能障がい部会当日の進行等を検討する準備会に参加  

相談支援事業所実務担当者連絡会 （毎月実施）相談支援専門員のスキルアップと情報共有を目的とした連絡会の企画・運営 ○ 

東京都自立支援協議会交流会 東京都自立支援協議会が主催する交流会に参加  

板橋区地域生活移行支援連絡会 

（別紙参照） 

地域移行支援を推進するため、区内の相談事業所・医療機関・行政関係者に呼びかけて連絡

会を組織 
○ 

障がい児相談支援事業者交流会 障がい児の相談支援に関する情報交換会に参加  

いっぽの会 区西北部にて地域移行支援を実施している機関（主に相談事業所）の情報共有の場に参加  

大人の発達障がいを考える会 IJ の会（板橋区発達障がい者親の会）が主催する学習会に参加し、当日の司会進行を担当。  

在宅療養ネットワーク懇話会 医師会主催の医療・介護関係者のネットワーク会議に参加  

区市町村高次脳機能障害者支援促進

事業・支援者連絡会 
東京都事業の連絡会に参加  

東京都基幹相談センター連絡会 都内の基幹相談センターが情報共有する場に参加  

板橋区権利擁護関係機関と連絡会 権利擁護センターいたばしサポートセンターが主催する会議に参加  

舟渡地区ケアマネジャー交流会 舟渡おとしより相談センター主催の交流会に出席し、障がい福祉サービス等の情報提供  

 

≪別表２≫外部機関への講演等実績 

依頼元 内容 

東京聴覚障害者支援センター 虐待防止法内部研修の講師 

高島平おとしより相談センター 居宅介護支援事業所向けに障がい福祉サービスに関する情報提供・意見交換 

三園福祉園 利用者家族向けに障がい福祉サービス、計画相談等についての講演・情報提供 

仲町おとしより相談センター 居宅介護支援事業所向けに障がい福祉サービスに関する情報提供・意見交換 

高島平地区 民生・児童委員 民生・児童委員向けに障がい福祉サービス等に関する講演 
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平成30年度　相談支援事業所実務担当者連絡会　参加状況

事業所数 参加率 参加者数 内容

4月 13 35% 16 名 ( 15 ) ＋ ( 1 ) 年間予定の確認・事業所間の情報交換

5月 9 24% 10 名 ( 9 ) ＋ ( 1 ) 事例検討会

6月 15 41% 21 名 ( 19 ) ＋ ( 2 ) 平成30年度報酬改定に関する学習会・情報共有

7月 9 24% 11 名 ( 10 ) ＋ ( 10 ) 事例検討会

8月 11 30% 14 名 ( 14 ) ＋ ( 0 ) 権利擁護いたばしサポートセンターの事業紹介

9月 14 38% 15 名 ( 15 ) ＋ ( 0 ) 事例検討会

10月 10 27% 12 名 ( 12 ) ＋ ( 0 ) 新単価試算・計画書書式変更について・相談員アンケート

11月 11 30% 12 名 ( 12 ) ＋ ( 0 ) 相談員アンケートについて設問検討（※事例検討から変更）

12月 8 22% 8 名 ( 8 ) ＋ ( 0 ) 学習会:成年後見制度の導入や相談員との連携(権利擁護いたばしサポートセンター)

1月 8 22% 8 名 ( 8 ) ＋ ( 0 ) 事例検討会

2月 16 43% 18 名 ( 18 ) ＋ ( 0 ) 報酬改定・加算に関する意見交換

3月 ＋

合計 124 --- 145 名 ( 140 ) ＋ ( 14 )

月平均 11.3 31% 13.2 名 ( 12.7 ) ＋ ( 1.3 )

※参加率＝区内の相談支援事業所（37か所）中でどれだけの事業所が参加したか

※参加者のうち、「その他」に含まれるのは他の区の相談支援専門員、事業所の請求担当者、板橋区相談員

(相談支援専門員)＋(その他)
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平成 30年度 板橋区地域生活移行支援連絡会実施状況 

 

参加機関 実施日 内容 

 区内相談支援事業所 

 指定一般相談支援事業所（３か所） 

 指定特定相談支援事業所（１か所） 

 医療機関 

 区内病院（３か所） 

 区内行政機関 

 福祉事務所保健師（交代で１名） 

 健康福祉センター保健師（１名） 

 広域担当者 

 東京都地域移行促進事業地域移行コーディネーター 

 都立精神保健福祉センター地域体制整備担当 

5月 14日 
 地域移行に関する情報共有のシステム作り 

 相互に必要な情報の確認 

7月 9日 
 地域の支援者による入院患者へのアプローチについて 

 行政機関からの地域移行促進について 

10月 15日 
 地域移行に関する広域的取り組みの情報共有 

 関係機関相互の情報共有（具体例を確認） 

12月 17日 
 「地域移行候補者リスト」の作成と使用目的を確認 

 地域移行支援の個別給付実数の確認 
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平成 30年度 障がい児相談支援交流会 実施状況 

参加機関 実施日 参加者数 内容 

平成 30年度 

 

■区内相談支援事業所 

 相談支援事業所 

（11か所） 

■学校 

 区内特別支援学校（2ヶ所） 

 区外特別支援学校（1ヶ所） 

H30.5.25 

事業所数（ 4 か所） 

相談支援専門員（ 6 名） 

特別支援学校（0か所） 

コーディネーター（0名） 

 各事業所の現状報告と業務上の疑問点の共有や情報交

換（訪問リハビリの情報／移動支援の探し方／福祉サ

ービスの他、実費のリハや習い事で忙しい児が増えて

いることについて等） 

 軽度の児の保護者対応について（現段階でどの程度先

を見越した助言をしていくのがよいか、等についての

意見交換） 

H30.8.30 

事業所数（ 5 か所） 

相談支援専門員（ 7 名） 

特別支援学校（2か所） 

コーディネーター（3 名） 

 各事業所の現状と情報交換（学校との連携に関するこ

と等） 

 サポートファイルの進捗状況について 

 計画相談で使用している計画書の書式についての意見

交換 

H30.11.30 

事業所数（ 7か所） 

相談支援専門員（10名） 

特別支援学校（3か所） 

コーディネーター（3名） 

 各事業所の現状報告と業務上の疑問点の共有や情報交

換（通常学級に就学後のフォローについて等） 

 特別支援学校での食事（給食）の配慮点、偏食児への

対応等について 

 医ケア児の利用状況やこれまでの受け入れ経験につい

ての情報交換 

予定 

H31.2.22 
  放課後等デイサービスとの合同連絡会 
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